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(57)【要約】
【課題】引張物性および耐久性の向上と、動倍率の低減と、を両立した防振ゴム用ゴム組
成物および防振ゴムを提供すること。
【解決手段】天然ゴム、または天然ゴムとジエン系合成ゴムとのブレンドを主成分とする
ゴム成分と、水酸化アルミニウムと、カップリング剤と、を含有する防振ゴム用ゴム組成
物において、ゴム成分１００重量部に対する水酸化アルミニウムの含有量を、３重量部以
上２０重量部未満とし、カップリング剤の含有量を、０．１重量部以上５重量部未満とす
る。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　天然ゴム、または天然ゴムとジエン系合成ゴムとのブレンドを主成分とするゴム成分と
、水酸化アルミニウムと、カップリング剤と、を含有する防振ゴム用ゴム組成物において
、
　前記ゴム成分１００重量部に対する前記水酸化アルミニウムの含有量が、３重量部以上
２０重量部未満であり、前記カップリング剤の含有量が、０．１重量部以上５重量部未満
であることを特徴とする防振ゴム用ゴム組成物。
【請求項２】
　請求項１に記載の防振ゴム用ゴム組成物を使用し、加硫、成形して得られる防振ゴム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、天然ゴム、または天然ゴムとジエン系合成ゴムとのブレンドを主成分とする
ゴム成分と、水酸化アルミニウムと、カップリング剤と、を含有する防振ゴム用ゴム組成
物および防振ゴムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、自動車には、エンジンや車体の振動を吸収し、乗り心地性の向上や騒音を防止
するための防振ゴムが使用されている。この防振ゴムの原料となる防振ゴム用ゴム組成物
には種々の配合があり、天然ゴムなどのゴム成分に、カーボンブラック、硫黄、亜鉛華、
老化防止剤、加硫促進剤などを配合したものが一般に使用されている。このカーボンブラ
ックとしては、一般にＦＥＦやＦＴカーボンといった大粒径のものを使用することが多く
、このような大粒径カーボンブラックを使用することで、得られる防振ゴムの動倍率（動
的バネ定数／静的バネ定数）の低減を図る例は、これまでに多数報告されている。
【０００３】
　しかしながら、防振ゴムの弾性率（静的バネ定数）をさらに高めるために、ゴム組成物
中の大粒径カーボンブラックの含有量を増量すると、防振ゴムの動倍率が大きく上昇する
傾向がある。このため、かかるゴム組成物を原料とした防振ゴムを例えば自動車に使用し
た場合、その乗り心地性が悪化するという問題があった。
【０００４】
　下記特許文献１では、上述した問題を解消するため、カーボンブラックに代えて、疎水
化処理シリカを含有する防振ゴム用ゴム組成物を原料とすることで、防振ゴムの動倍率を
低減することが記載されている。この特許文献に記載のとおり、確かにカーボンブラック
と比較した場合、シリカ含有防振ゴムにおいて、その動倍率の低減は可能である。しかし
ながら、この特許文献に記載の防振ゴムの静的バネ定数をさらに高めるために、ゴム組成
物中のシリカの含有量を増量すると、ゴム組成物中でシリカが凝集することで、そのムー
ニー粘度が上昇し、ゴム組成物の加工性が悪化するという問題があった。
【０００５】
　また、下記特許文献２では、防振ゴムの難燃性を向上することを目的として、ジエン系
ゴム１００重量部に対して、平均粒径１５μｍ以下の水酸化マグネシウムおよび平均粒径
１５μｍ以下の水酸化アルミニウムの少なくとも一方を、２０～３００重量部含有する難
燃防振ゴム用ゴム組成物が記載されている。しかしながら、かかる難燃防振ゴム用ゴム組
成物を加硫、成形して得られる防振ゴムは、その難燃性には優れるものの、引張物性など
のゴム物性が悪化するとともに、繰り返して使用した場合において、その耐久性が悪化す
るという問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－３７００２号公報
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【特許文献２】特開２００５－２４８１５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は上記実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、引張物性および耐久性の
向上と、動倍率の低減と、を両立した防振ゴム用ゴム組成物および防振ゴムを提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく、特に防振ゴムの引張物性および耐久性と、動倍
率との関係について、防振ゴム用ゴム組成物中の酸化アルミニウムおよびカップリング剤
の含有量を変量しつつ、多くの実験を行った。その結果、水酸化アルミニウムおよびカッ
プリング剤の含有量を特定の範囲内とすると、防振ゴムの引張物性および耐久性の向上と
、動倍率の低減と、を両立し得ることを見出した。本発明は、上記の検討の結果なされた
ものであり、下記の如き構成により上述の目的を達成するものである。
【０００９】
　即ち、本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物は、天然ゴム、または天然ゴムとジエン系合
成ゴムとのブレンドを主成分とするゴム成分と、水酸化アルミニウムと、カップリング剤
と、を含有する防振ゴム用ゴム組成物において、前記ゴム成分１００重量部に対する前記
水酸化アルミニウムの含有量が、３重量部以上２０重量部未満であり、前記カップリング
剤の含有量が、０．１重量部以上５重量部未満であることを特徴とする。
【００１０】
　本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物においては、ゴム成分１００重量部に対する水酸化
アルミニウムの含有量と、カップリング剤の含有量と、を上記範囲内とすることが必要不
可欠である。これにより、得られる防振ゴムの引張物性および耐久性の向上と、動倍率の
低減と、を両立することができる。加えて、ゴム成分１００重量部に対する水酸化アルミ
ニウムの含有量を、上記範囲内とした場合、ゴム組成物中での水酸化アルミニウムの凝集
が殆ど抑制できることから、ゴム組成物のムーニー粘度が低減され、その結果、ゴム組成
物の加工性が良好に確保される。
【００１１】
　本発明に係る防振ゴムは、前記記載の防振ゴム用ゴム組成物を使用し、加硫、成形して
得られるものである。上述したとおり、かかる防振ゴムは、引張物性および耐久性の向上
と、動倍率の低減と、が両立されたものであることから、エンジンマウント、トーショナ
ルダンパー、ボディマウント、キャップマウント、メンバーマウント、ストラットマウン
ト、マフラーマウントなどの自動車用防振ゴムを始めとして、鉄道車両用防振ゴム、産業
機械用防振ゴム、建築用免震ゴム、免震ゴム支承などの防振、免震ゴムに好適に用いるこ
とができる。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物においては、ゴム成分として天然ゴム単独、または
天然ゴムとジエン系合成ゴムとのブレンドが使用される。天然ゴムとジエン系合成ゴムと
をブレンドする場合、ジエン系合成ゴムとしては、ポリイソプレンゴム（ＩＲ）、ポリブ
タジエンゴム（ＢＲ）、スチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）、ブチルゴム（ＩＩＲ）、ア
クリルニトリルブタジエンゴム（ＮＢＲ）などが挙げられる。かかるジエン系合成ゴムの
重合方法やミクロ構造は限定されず、これらのうちの１種または２種以上を天然ゴムにブ
レンドして使用することができる。
【００１３】
　天然ゴムとジエン系合成ゴムとのブレンド比は特に限定されるものではないが、天然ゴ
ムが有する耐疲労性能を維持するため、天然ゴムをゴム成分中、５０重量％以上含有する
ことが好ましく、９０重量％以上含有することがより好ましい。
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【００１４】
　本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物においては、ゴム成分１００重量部に対する水酸化
アルミニウムの含有量を、３重量部以上２０重量部未満とする。ゴム成分１００重量部に
対する水酸化アルミニウムの含有量が３重量部未満であると、防振ゴムの動倍率が上昇し
、２０重量部を超えると、防振ゴムの難燃性は向上するものの、その引張物性および耐久
性が悪化する。防振ゴムの引張物性および耐久性の向上と、動倍率の低減と、を特にバラ
ンス良く両立するためには、ゴム成分１００重量部に対する水酸化アルミニウムの含有量
を、５重量部以上１９重量部未満とすることが好ましい。
【００１５】
　カップリング剤としては、通常のゴム工業で使用されるものであれば特に限定されるも
のではなく、例えばビニルシラン系カップリング剤、チタネート系カップリング剤、エポ
キシシラン系カップリング剤、またはアクリルシラン系カップリング剤などが挙げられる
。また、本発明においては、ゴム組成物中における水酸化アルミニウムの分散性を向上す
るために、水酸化アルミニウムをカップリング剤で表面処理してもよい。
【００１６】
　本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物においては、ゴム成分１００重量部に対するカップ
リング剤の含有量を、０．１重量部以上５重量部未満とする。ゴム成分１００重量部に対
するカップリング剤の含有量が上記範囲外であると、防振ゴムの引張物性および耐久性が
悪化する。防振ゴムの動倍率を低減しつつ、特に引張物性および耐久性を向上するために
は、０．２重量部以上１重量部未満とすることが好ましく、０．３重量部以上０．８重量
部未満とすることが特に好ましい。
【００１７】
　本発明の防振ゴム用ゴム組成物は、上記ゴム成分、水酸化アルミニウム、カップリング
剤と共に、硫黄、カーボンブラック、シリカ、酸化亜鉛、ステアリン酸、加硫促進剤、加
硫促進助剤、加硫遅延剤、有機過酸化物、老化防止剤、ワックスやオイルなどの軟化剤、
加工助剤などの通常ゴム工業で使用される配合剤を、本発明の効果を損なわない範囲にお
いて適宜配合し用いることができる。
【００１８】
　硫黄は通常のゴム用硫黄であればよく、例えば粉末硫黄、沈降硫黄、不溶性硫黄、高分
散性硫黄などを用いることができる。本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物における硫黄の
含有量は、ゴム成分１００重量部に対して０．２～１．５重量部とすることが好ましい。
硫黄の含有量が０．２重量部未満であると、加硫ゴムの架橋密度が不足してゴム強度など
が低下する場合があり、１．５重量部を超えると耐熱性および耐ヘタリ性の両方が悪化す
る場合がある。加硫ゴムのゴム強度を良好に確保し、耐熱性と耐ヘタリ性とをより向上す
るためには、硫黄の含有量がゴム成分１００重量部に対して０．３～１．３重量部である
ことがより好ましく、０．５～１．２重量部であることがさらに好ましい。
【００１９】
　カーボンブラックとしては、例えばＳＡＦ、ＩＳＡＦ、ＨＡＦ、ＦＥＦ、ＧＰＦなどが
用いられる。カーボンブラックは、加硫後のゴムの硬度、補強性、低発熱性などのゴム特
性を調整し得る範囲で使用することができる。本発明において、カーボンブラックの含有
量は、ゴム成分１００重量部に対して、２０～１２０重量部の範囲であることが好ましく
、より好ましくは３０～１００重量部であり、特に好ましくは３０～６０重量部である。
この配合量が２０重量部未満では、カーボンブラックの補強効果が充分に得られない場合
があり、１２０重量部を超えると、発熱性、ゴム混合性および加工時の作業性などが悪化
する場合がある。
【００２０】
　加硫促進剤としては、ゴム加硫用として通常用いられる、スルフェンアミド系加硫促進
剤、チウラム系加硫促進剤、チアゾール系加硫促進剤、チオウレア系加硫促進剤、グアニ
ジン系加硫促進剤、ジチオカルバミン酸塩系加硫促進剤などの加硫促進剤を単独、または
適宜混合して使用しても良い。
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【００２１】
　老化防止剤としては、ゴム用として通常用いられる、芳香族アミン系老化防止剤、アミ
ン－ケトン系老化防止剤、モノフェノール系老化防止剤、ビスフェノール系老化防止剤、
ポリフェノール系老化防止剤、ジチオカルバミン酸塩系老化防止剤、チオウレア系老化防
止剤などの老化防止剤を単独、または適宜混合して使用しても良い。
【００２２】
　本発明の防振ゴム用ゴム組成物は、ゴム成分、水酸化アルミニウム、カップリング剤、
必要に応じて、硫黄、カーボンブラック、シリカ、酸化亜鉛、ステアリン酸、加硫促進剤
、加硫促進助剤、加硫遅延剤、有機過酸化物、老化防止剤、ワックスやオイルなどの軟化
剤、加工助剤などを、バンバリーミキサー、ニーダー、ロールなどの通常のゴム工業にお
いて使用される混練機を用いて混練りすることにより得られる。
【００２３】
　また、上記各成分の配合方法は特に限定されず、硫黄および加硫促進剤などの加硫系成
分以外の配合成分を予め混練してマスターバッチとし、残りの成分を添加してさらに混練
する方法、各成分を任意の順序で添加し混練する方法、全成分を同時に添加して混練する
方法などのいずれでもよい。
【００２４】
　上記防振ゴム用ゴム組成物を使用し、加硫、成形することで、本発明に係る防振ゴムを
製造することができる。上述したとおり、かかる防振ゴムは、引張物性および耐久性の向
上と、動倍率の低減と、が両立されたものであることから、エンジンマウント、トーショ
ナルダンパー、ボディマウント、キャップマウント、メンバーマウント、ストラットマウ
ント、マフラーマウントなどの自動車用防振ゴムを始めとして、鉄道車両用防振ゴム、産
業機械用防振ゴム、建築用免震ゴム、免震ゴム支承などの防振、免震ゴムに好適に用いる
ことができる。
【実施例】
【００２５】
　以下、本発明の構成と効果を具体的に示す実施例などについて説明する。
【００２６】
　（ゴム組成物の調製）
　天然ゴム１００重量部に対して、表１の配合処方に従い、実施例１～５および比較例１
～６のゴム組成物を配合し、通常のバンバリーミキサーを用いて混練し、ゴム組成物を調
整した。表１に記載の各配合剤を以下に示す。
【００２７】
ａ）天然ゴム　ＲＳＳ＃３
ｂ）水酸化アルミニウム　平均粒子径１μｍ品（「ハイジライトＨ－４２Ｍ」、昭和電工
社製）、平均粒子径８μｍ品（「ハイジライトＨ－３２」、昭和電工社製）
ｃ）カップリング剤　ビニルシラン系カップリング剤（「ＫＢＭ－１００３」、信越化学
工業社製）、チタネート系カップリング剤（「ＫＲ　ＴＴＳ」、味の素ファインテクノ社
製）
ｄ）酸化亜鉛　（「亜鉛華１号」、三井金属鉱業社製）
ｅ）ステアリン酸　（「ルナックＳ－２０」、花王社製）
ｆ）カーボンブラック　ＧＰＦ　（「シーストＶ」、東海カーボン社製）
ｇ）硫黄　（「ゴム用粉末硫黄　１５０メッシュ」、細井化学工業社製）
ｈ）加硫促進剤　Ｎ－シクロヘキシルー２－ベンゾチアゾリルスルフェンアミド（「ノク
セラーＣＺ－Ｇ（ＣＺ）」、大内新興化学工業社製）
【００２８】
　各ゴム組成物については、それぞれの加硫ゴムを作製して特性評価を行った。
【００２９】
　（評価）
　評価は、所定の金型を使用し、各ゴム組成物を１５０℃にて２５分加熱、加硫して得ら
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【００３０】
＜引張物性・引裂物性＞
　ＪＩＳ　Ｋ　６２５１に基づき、ＪＩＳ３号ダンベルを使用して作製した加硫ゴムサン
プルの引張物性（ＭＰａ）を測定した。また、ＪＩＳ　Ｋ　６２５２に基づき、ＪＩＳ３
号ダンベルを使用して作製したサンプルの引裂物性（Ｎ／ｍｍ）を測定した。測定した引
張物性値が、１７（ＭＰａ）以上であり、かつ引裂物性値が３５（Ｎ／ｍｍ）以上であれ
ば○、引張物性値あるいは引裂物性値のいずれかにおいて、上記の値未満であれば×とし
た。評価結果を表１に示す。
【００３１】
＜動倍率＞
　動倍率（動的バネ定数／静的バネ定数）は、動的バネ定数および静的バネ定数を測定す
ることにより算出した。
【００３２】
　（１）動的バネ定数
　測定機として、鷺宮製作所社製「ダイナミックサーボ」を使用し、初期歪１０％、周波
数１００Ｈｚ、振幅±０．０５ｍｍとして、ＪＩＳ　Ｋ　６３９４に記載の計算方法によ
り算出した。
【００３３】
　（２）静的バネ定数
　測定機として、オリエンテック社製「テンシロン」を使用し、５０ｍｍφ×２５ｍｍの
加硫ゴムテストピースに、１０ｍｍ／分のクロスヘッドスピードで０～５ｍｍ間の圧縮を
２回繰り返し、２回目の荷重－たわみ線図を描き、下記式（１）に基づいて算出した。
　（静的バネ定数（Ｎ／ｍｍ））＝（ｗ２－ｗ１）／（δ２－δ１）　（１）
（上記式（１）において、ｗ１；たわみ量δ１が１．３ｍｍ時の荷重（Ｎ）、ｗ２；たわ
み量δ２が３．８ｍｍ時の荷重（Ｎ））
【００３４】
　算出した動的バネ定数と静的バネ定数とに基づき、動倍率を算出し、動倍率が１．６未
満のものを○、１．６以上のものを×とした。評価結果を表１に示す。
【００３５】
＜耐久性＞
　耐久性は、ダンベル疲労試験にて評価した。ＪＩＳ　Ｋ　６２６０に基づき、ＪＩＳ３
号ダンベルを使用して作製した加硫ゴムサンプルのダンベル疲労試験を行った。評価は、
１０万回以上の繰り返し疲労試験後にサンプルが破断した場合を○、１０万回未満の繰り
返し疲労試験でサンプルが破断した場合を×とした。評価結果を表１に示す。
【００３６】
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【表１】

【００３７】
　表１に示すとおり、実施例１～５に係る防振ゴム組成物を加硫、成形して得られた防振
ゴムは、引張物性・引裂物性および耐久性の向上と、動倍率の低減と、が両立されている
ことがわかる。特に、実施例２および実施例４では、ゴム成分１００重量部に対するカッ
プリング剤の含有量を１重量部未満としたにもかかわらず、引張物性・引裂物性および耐
久性の向上と、動倍率の低減と、がバランス良く両立していることがわかる。
【００３８】
　一方、比較例１および比較例３で得られた防振ゴムは、水酸化アルミニウムを含有しな
いか、あるいはその含有量が少ないため、動倍率が高く、比較例２で得られた防振ゴムは
、カップリング剤を含有しないため、引張・引裂物性が悪化した。また、比較例４～６で
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得られた防振ゴムは、いずれも水酸化アルミニウムの含有量が多いため、引張物性・引裂
物性および耐久性のいずれもが悪化した。
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